
埼玉の持続可能な物流の確保に向けた取組

埼玉県産業労働政策課
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議

概 要

○ 新型コロナと共存できる強い埼玉県経済を構築するため令和２年５月に全国に先駆けて設置

○ 令和４年９月に「価格転嫁の円滑化に関する協定」 を締結し、ワンチーム埼玉で連携した取組を実施

○ 喫緊の課題である人手不足に対応するため、令和６年度は「人手不足対策分科会」を設置し、集中的に検討

構成１３団体 価格転嫁の実効性の確保に向けた取組

埼玉県 埼玉県経営者協会

関東財務局 埼玉経済同友会

関東経済産業局 埼玉中小企業家同友会

埼玉労働局 連合埼玉

埼玉県商工会議所連合会 埼玉大学

埼玉県商工会連合会 埼玉県銀行協会

埼玉県中小企業団体中央会

■16金融機関、約4,３00名の価格転嫁サポーター
と連携した支援情報の発信強化

 ⇒ サポーターの好事例について参画金融機関で
共有できる仕組みの構築

■価格交渉に役立つ各種支援ツールの機能拡充
 ⇒ 「価格交渉支援ツール」の労務費データの拡充や、

「収支計画シミュレーター」の簡易版作成
により、更に利便性を向上

■専門家による伴走型支援の拡充
⇒ 1社当たりの支援回数を拡充し、各種支援ツールを
活用した、よりきめ細かい支援を実現

価格転嫁サポーターロゴ

価格交渉支援ツール

収支計画シミュレーター

人手不足対策分科会の設置

■2024年問題などにより人手不足への対応については喫緊の課題

新たに「人手不足対策分科会」を設置し、重点的に検討
（令和６年度）（令和５年度）

 Ⅰ 人材確保

 Ⅱ 労働の質の向上

 Ⅲ 生産性向上

人手不足対策分科会価格転嫁の円滑化（部会）

中小企業の業態転換（部会)

適切な人材の育成・確保（部会）

✓ 協定締結団体と連携した取組の推進

✓ DX・サーキュラーエコノミーの推進

✓ 生産年齢人口減少への対応

✓ 人手不足への対応を優先課題として
集中的に検討



建設業
・「埼玉県建設産業担い手確
保・育成ネットワーク」や県土
整備部、教育局等との連携
（実態調査等）

・人材と企業への情報発信の
充実（魅力発信等）

・建設DX等の好事例発表

２. ３つの切り口と２つの    
重点分野で取組を推進

人手不足対策分科会における検討状況と今後の取組

全産業
・各団体が社会実装する取
組の進捗状況を適時可視
化し、共有

・更なる連携に向けた土台
として活用

・分科会をきっかけとした取
組開始

１. 幅広いステークホルダー 
と実務レベルで連携

戦略会議メンバーに加え、取組推進に関

係の深い団体・企業（コア２６、  スポット１１、

計３７団体）に御参加いただき、連携した取

組を検討

顔の見える関係を構築し、戦略会議で

の打ち出しに向けて実務レベルで

日常的に情報交換

人材の確保

生産性の向上

労働の質の向上

① 物流

② 建設

物流業

・「埼玉の持続可能な物流の
確保に向けた共同宣言」の
実施

・「宅配を１回で受け取ろう
キャンペーン」の展開

・「ホワイト物流推進運動」
自主行動宣言の促進

・人手不足が深刻な物流、建設の分野については、業界の
 特性を踏まえた対応策を継続して推進

・対象別・手法別の取組の進捗状況の共有により、分科会を 
 ハブとして各メンバーが主体的に連携し、展開

更なる「埼玉モデル」の構築・発信

３. 今年度の主な実績 （令和６年度は５回開催）

４. 今後の進め方

重点分野
1

2

3
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物流業や建設業で人手不足が顕著に

✓ 県調査では物流業、建設業の人手不足感が特に高まっている

Ｒ６ Ｒ５ Ｒ2 H21

物流業 65.5% 60.0% 33.3% 15.6%

建設業 55.1% 44.5% 23.7% 14.9%

製造業 26.0% 30.2% 12.3% 6.6%

全 体 34.8% 33.0% 14.5% 11.0%

上半期で１４５件は過去最多だった令和元年(82件)の約1.7倍
   

✓ 両業界の人手不足倒産が急増（全国の人手不足倒産件数）

出典：埼玉県四半期経営動向調査

2024年上半期（件） 前年同期比

サービス業 46 156%増

建設業 39 200%増

物流業 29 53%増

その他 31 -

合計 145 116％増

出典：東京商工リサーチ

今後、人手不足は更に深刻化すると見込まれる

✓ 建設業界は、全産業の中でも高齢化が進んでいる。

10.0

30.0

50.0

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

全産業 29歳以下
全産業 55歳以上
建設業 29歳以下
建設業 55歳以上

36.6%

31.9%

16.7%

11.6%

出典：全国建設産業団体連合会資料

都道府県
現在のドライバー

（人数）

不足するドライバー

人数 生産年齢人口に対する割合

埼玉県 61,316 11,528 0.27%

東京都 101,443 19,074 0.21%

千葉県 39,456 7,418 0.20%

神奈川県 54,120 10,176 0.18%

大阪府 51,388 12,504 0.24%

✓ 本県ではドライバー不足が特に深刻化するおそれ（全国ワースト３位）

日本政策投資銀行 「地域における2024年問題を中心とした物流課題調査 調査研究レポート」

これまで働く「人」に着目し、人材確保（全般、若者、女性、シニア、外国人）や労働の質の向上に取り組んできた

「人」の切り口に加え、新たに業種の切り口から、物流・建設業を業種の特性や状況を踏まえた対応策を検討

概 要
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物流業・建設業で深刻化する人手不足



持続可能な物流体制を構築していくため、荷主や消費者、関係団体等とも連携し、商慣行の
見直しや物流業務の効率化、荷主と消費者の行動変容に向けて、ワンチーム埼玉で取り組んでいく

• 令和６年９月３日に国・県・経済団体に加え、宅配事業者や消費者団体など23者で「共同宣言」を実施

• トラック協会や倉庫協会等の業界団体やヤマト、佐川、日本郵便の宅配大手３社が参画するのは全国初

（令和６年９月３日 共同宣言の実施）

5

「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」 



埼玉県では賛同企業への優遇措置（補助金審査における加点措置など）についても実施予定

10月２３日付で「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」２３者の連名により、県内企業経営者へ依頼

• 荷主・物流事業者等それぞれの立場で取り組む、「ホワイト物流 自主行動宣言」の賛同表明を推進

• 物流の２０２４年問題解決には、商慣行の見直しや物流の効率化、荷主・消費者の行動変容が必要

6

「ホワイト物流」推進運動 自主行動宣言の推進 
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「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」の実施 ①

• １２月を再配達削減推進月間とし、共同宣言の２３者と連携した集中的な啓発活動を実施

➢ 県の広報媒体等によるPR

・ 「彩の国だより（12月号）」

・県政広報テレビ番組「いまドキッ！埼玉」

・県政広報ラジオ番組「朝情報★埼玉」（FM NACK5）

・ 「大野もとひろ SAITAMA＋（プラス）」（FM NACK5）

・「再配達削減PRチラシ・動画」を作成、共同宣言団体と連携した周知

PRチラシ

➢ キックオフイベントの実施

・大野知事と島崎遥香さん（タレント・埼玉応援団）による宅配ロッカーや置き配バッグ等のPR
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「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」の実施 ②

➢ 共同宣言の２３者等と連携したPR

・PR動画放映

（株）埼玉りそな銀行／埼玉縣信用金庫／日本郵便(株)（さいたま市内郵便局）／ 

さいたま新都心駅前／大宮駅前(アルシェ、西口コカ・コーラビジョン、アイ大宮東ビジョン) ／

川口駅前(かわぐちキャスティビジョン) ／さいたまスーパーアリーナ／ 

 埼玉高速鉄道車内ビジョン／埼玉会館

・消費者団体紙面等による広報

生活協同組合コープみらい／生活協同組合パルシステム埼玉／生団連

・経済団体広報誌等による広報

・大手EC事業者と連携した広報 LINEヤフー㈱ 

・趣旨に御賛同いただいた企業による広報

ダイソー 約３０店舗／エコスグループ ３０店舗／

ヤマダデンキ ３７店舗

PR動画放映

ダイソー ヤマダデンキ



車両ステッカーによる取組の展開 

• 県トラック協会、宅配大手3社と連携し、集配車両などに貼るステッカーを新たに作成

• 県内の集配トラック・バイク（数千台）に掲示し、取組を幅広く周知（今年度内に開始予定）

共同宣言23団体

「ホワイト物流」自主行動宣言を推進

9

賛同企業 賛同企業

※シールステッカー(案） ※シールステッカー(案）

日本郵便 集配車両（軽） 約1,000台、（バイク） 約3,700台

ヤマト運輸 集配車両（2t車） 約1,700台

佐川急便 実施に向け調整中

「ホワイト物流」推進運動 「宅配を１回で受け取ろうキャンペーン」
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国・県合同での荷主企業等への啓発

• 関東運輸局「トラック・物流Gメン」、関東経済産業、埼玉県が合同で、県内の荷主企業等に対して、

 適正取引に向けた周知・協力依頼等を実施

啓発活動の概要

✓ 日 時   令和６年１1月2６日（火）

✓ 参加団体   関東運輸局、関東経済産業局、埼玉県

✓ 実施対象   荷主企業、元請運送事業者の営業、経営、物流関係部門

✓ 実     績 立ち寄り箇所数：１２箇所、面談実施数：7箇所

（アポ無しで実施）

✓ 立ち寄り先荷主業種

  機械（変速機等）製造・販売、医薬品・医薬部外品製造・販売、

  シリコン製品の製造・販売、飲料製造・販売、冷凍食品製造 等

機械（変速機等）製造会社を訪問

大手製薬会社を訪問
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退職予定自衛官等に対する「大型トラック運転体験会＆業界・企業説明会」

• 物流業界の担い手不足解消に向け、退職予定自衛官等を対象として、最新の大型トラック運転体験や

物流業界の魅力発信、トラック事業者による企業説明会を実施

• 自衛官を対象とした運転体験会の取組は関東初

✓ 日 時   令和７年２月５日（水）

✓ 主 催   関東運輸局埼玉運輸支局、埼玉県トラック協会

協力：UDトラックス㈱

✓ 対 象 退職予定自衛官、任期付き自衛官

✓ プログラム

① 最新の大型トラックの運転体験

② 行政の担い手不足解消に向けた取組及び

 トラック業界の魅力発信

③ トラック事業者からの個別企業説明



参考資料
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価格交渉支援ツール（価格転嫁の円滑化①）

● 埼玉りそな銀行と連携し、価格交渉のエビデンス資料を簡単に作成できるツールを開発

● 埼玉県の独自データは含まないため、全国で利用可能 → 機能を拡充 

① 県ホームページから、どなたでも無料で
ダウンロードが可能

② 業種や品目を選択するだけで簡単に価格
交渉の参考となる資料作成できる
（代表的な品目を記載したPDFも掲載）

③ 日銀や厚生労働省のデータを基にして
おり、資料の信頼性が高い

④ 1,42１品目の幅広い情報を網羅

 「国内企業物価指数」（807品目）､
 「輸入物価指数」（３75品目）､ 「企業向け

  サービス価格指数」（23８品目） など

⑤ 毎月の日銀発表に合わせ、県が速やかに
データを更新

主な特徴
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無料



収支計画シミュレーター（価格転嫁の円滑化②）

⚫ 埼玉県中小企業診断協会と連携し、表計算ソフトを活用した収支計画シミュレーターを開発
⚫ 適切な価格転嫁をしない（できない）場合に、今後の収益にどの程度影響を与えるのかを“見える化”することで、
経営者の皆様に現状の課題についての認識を促す

① 県ホームページから、どなたでも無料
でダウンロードが可能

② シミュレーション結果を視覚的に分かり
やすく表示

③ 今後５年間の長期的な収支について、
価格転嫁の有無での比較が可能

④ 従業員の増減や賃上げにも対応

⑤ 一般的な表計算ソフトを使用しており、
利用しやすい

⑥ 価格交渉支援ツールとデータ連携しており、
原材料価格等の上昇幅を踏まえたシミュ
レートが可能

主な特徴

⇒ 価格転嫁以外にも利用可能

14

無料



事業者向け広報の拡充

● 埼玉県及び市町村の事業者向け支援制度（補助金等）を一覧にまとめ、利便性を向上

● 補助金等は募集予定も含め、毎月最新の情報に更新し、経済団体や金融機関等と連携して事業者に周知  

15

事業者向け支援制度パンフレット 県内自治体支援金一覧
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